
別記様式第8号（別記１の第６の１、別記２の第５、別記３の第６関係）

鳥獣被害防止総合支援事業、鳥獣被害防止都道府県活動支援事業及び鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業の評価報告（令和元年度報告）

１　被害防止計画の作成数、特徴等

・愛知県の被害防止計画策定市町村数は３７市町村であり、２２地域協議会が組織されている（令和2年3月31日現在）。新城市、設楽町、東栄町、豊根村は4市町村が連携し広域協議会を組織して鳥獣被害防止対策を行っている。

２　事業効果の発現状況
・各協議会で狩猟免許取得者を中心とした、捕獲体制が整った。また、当事業により捕獲檻やわなも積極的に整備され、令和元年度に捕獲檻170基、囲いわな1基、くくりわな229基を導入し、イノシシの令和元年度有害捕獲は5,806頭であった。
・研修会等で集落や農家の意識が変わり、防護柵の設置や捕獲への参加等、被害防止対策に自ら取り組むようになった。当事業により、令和元年度に150kmの侵入防止柵（電気柵含む）が設置され、今後の被害軽減が期待できる。

３　被害防止計画の目標達成状況（詳細は４の各事業実施地区における被害防止計画の達成状況を参照）
・2市が被害金額、被害面積のいずれも目標の７０％達成できなかったため低調であった。
・低調となっている協議会は、侵入防止柵の設置や捕獲檻の導入等の対策はしているが、鳥獣の分布の拡大によりこれまで被害割合の少なかった地域の被害が増加したため、被害防止計画上の目標を達成できていない。
　また、豊田市においては鳥類の被害が大幅に増加したため、被害防止計画上の目標を達成できていない。

４　各事業実施地区における被害防止計画の達成状況

（協議会名）
目標
値

実績値 達成率
目標
値

実績
値

達成率

H２９
センサーユニッ
ト付き大型捕獲
檻の導入

計１基 H29 100% 新技術実証による効果的な捕獲を実施した。

H３０
Ｗメッシュ柵の
設置

計0.78㎞ H30 100%
設置後において、受益地における被害報告はな
かった。

R１ 電気柵の設置 計1.648㎞ R1 100%
設置後において、受益地における被害報告はな
かった。

H２９～
R１

捕獲檻の導入
計6基(別に独自に2
基)

H29捕獲事業で過去最多の371頭捕獲に寄与した。

H３０～
R１

センサーユニッ
トの導入

計３基
警戒心の強いイノシシの捕獲頭数増加に寄与し
た。

R１ トレイルカメラ 計２基
イノシシの経路特定に活用し、捕獲頭数増加に寄
与した。

R１ くくりわなの導入 計４０基
警戒心の強いイノシシの捕獲頭数増加に寄与し
た。

H２９～
R１

緊急捕獲事業 イノシシ、シカ753頭 有害鳥獣の捕獲により被害防止に貢献した。

H29～
Ｈ30

Ｗメッシュ柵の
設置

2,576m H29 100%
受益地での被害規模縮小
（3,535㎡→1,180㎡　▲2,355㎡）

R1 電気柵 6,100m H30 100%
受益地での被害規模縮小
（100㎡→0㎡　▲100㎡）

H29～
Ｈ30

捕獲檻 2基
受益地での被害規模縮小
（1,429㎡→880㎡　▲549㎡）

アライ
グマ

- - - 0.06 0.04 1.67%

H29～
R1

有害鳥
獣

緊急捕獲事業 イノシシ等210頭 有害鳥獣の捕獲により被害防止に貢献した。
ヌートリ
ア

- - - 0.01 0.01 100%

ハクビ
シン

- - - 0.02 0 300%

計 - - 0.99 0.35 245.50%

-1300.00%

イノシシ 563 326 197.90% 1.36 0.8 194.90%

117.20% 2 1.11 145.90%

シカ 28 221 -1384.60% 0.03 0.31

イノシ
シ・シ
カ

協議会

計 591

イノシ
シ

協議会

春日井市鳥獣
被害防止対策
協議会

春日井
市

○達成
　イノシシによる水稲の被害が出ていた
が、Ｗメッシュ柵等の防護柵の設置を行
うことにより被害がなくなったため、事業
による効果は非常に高い。また、農作物
被害面積に関して、減少率２４５．５％と
大幅に減少していることを鑑みても、被
害防止計画目標は達成したと評価して
いる。

- -

事業効果 事業実施主体の評価

瀬戸市

○達成
　基準年度の被害から被害金額及び被
害面積を3割減らすことを目標値に掲
げ、ICT機器の導入や侵入防止施設の
設置を積極的に実施してきた。この３年
間には、くくりわなの新規導入による機
動的な捕獲の実施や新たにニホンジカ
の被害が確認された地域での侵入防止
施設の嵩上げ、狩猟免許取得補助によ
る捕獲の担い手育成など地域の実情に
合わせた新規取組を多く実施し、それ
が実を結ぶ結果となった。目標年度で
ある、令和元年度の被害において、イノ
シシでは、目標値を大きく上回る被害減
少を達成することができた。ニホンジカ
については、イノシシに比べると被害は
少ないものの基準値を上回る被害が確
認された。対象鳥獣の農作物被害全体
では、基準値と比較して被害金額では
約35％減、被害面積では約55％減と、
どちらにおいても目標値を達成すること
ができた。従って総合的に評価すると達
成と評価する。

愛知県農業総合試験場 企画普及部広域指
導室　主任専門員　農作物野生鳥獣被害対
策アドバイザー　　辻井 修

　イノシシ被害の減少は、ワイヤーメッシュ柵
整備、トレイルカメラによる観察、くくりわなの
導入など、新たな取組を積み重ねて確実に対
策を推し進めた結果と評価できる。野生鳥獣
との共生は適切なバランスの上に成立するの
で、農作物被害を抑制し快適な市民生活を維
持するために手を緩めず継続することが重要
である。
　ニホンジカは分布が拡大しているとみられる
ため、愛知県環境局の第二種特定鳥獣管理
計画で提示されるモニタリング情報にも注視
し、関係者で十分に協議して対策を実施する
必要がある。令和元年度から導入されたくくり
わなは出没頻度が高い場所で数多く集中的
に仕掛けることが可能であるため、ニホンジカ
の捕獲方法としては最も効率が高い。はこわ
な、囲いわなに比べより厳重な管理と安全対
策が求められるので、研修会等による捕獲従
事者の資質向上を図ることが大切である。ま
た既設のワイヤーメッシュ柵も含め、地域ぐる
みで環境点検を行い、侵入防止対策の精度
向上を図ることも効果的な対策となる。

　ICT機器や侵入防止施設等の積極
的な導入により、イノシシ・ニホンジカ
による全体の農作物全体の被害は減
少しており効果が出ている。
　愛知県全体のニホンジカによる被害
が被害額・被害面積ともに増加してい
ることからニホンジカの分布が拡大し
ていると見られる一方で、現段階で、
尾張地区において被害が出ているの
は瀬戸市のみとなっている。
　瀬戸市は尾張地域におけるニホン
ジカ分布拡大防止の重要な対策ポイ
ントとなることから、アドバイザー等の
意見を取り入れ、効果的な罠の設置
などに取り組み対策が進展することを
期待する。

愛知県農業総合試験場 企画普及部広域指
導室　主任専門員　農作物野生鳥獣被害対
策アドバイザー　　辻井 修

　侵入防止柵（ワイヤーメッシュ、電気柵）の
整備によるイノシシ被害の軽減が達成され、
高く評価できる。長く機能を保ち、被害防止に
役立てるためには、地域ぐるみの管理体制が
重要である。定期点検などの活動により野生
獣の痕跡の変化を知ることができ、地域の結
束も深まるなど、副次的な効果も期待できる
ので積極的な取組をお願いしたい。
　都市近郊では、中型哺乳類及び鳥類による
被害が問題となることが多い。これらについて
も一層の実態把握に努めるとともに、イノシシ
と同様の市民参加型の被害防止活動を検討
することが望ましい。

547

管理主体
供用
開始

都道府県の評価被害面積
対象鳥
獣

第三者の意見

被害防止計画の目標と実績

被害金額利用率・
稼働率

愛知県

事業実施主体
名 対象

地域
実施
年度

対象
鳥獣

事業内容 事業量

253.80%

　春日井市は岐阜県境方向からの野
生鳥獣分布拡大を防ぐための重要な
ポイントとなることから、捕獲を担う人
材育成等を含めた総合的対策の強化
が期待される。

瀬戸市鳥獣害
対策連絡協議

会

イノシシ - 0.9 0.3



（協議会名）
目標
値

実績値 達成率
目標
値

実績
値

達成率

事業効果 事業実施主体の評価管理主体
供用
開始

都道府県の評価被害面積
対象鳥
獣

第三者の意見

被害防止計画の目標と実績

被害金額利用率・
稼働率

事業実施主体
名 対象

地域
実施
年度

対象
鳥獣

事業内容 事業量

H29～
R1

イノシ
シ・シ
カ・サ
ル

侵入防止柵設
置

計55㎞ H29 100%
侵入防止柵を設置し農林地を獣害から守ることが
できた。

H30～
R1

イノシ
シ・シ
カ・サ
ル

ＩＣＴ大型捕獲わ
なの導入

計３基 H30 100% 捕獲の難しいサルを捕獲することができた。

Ｈ30～
R１

イノシ
シ・シ
カ

くるくるおりべえ
導入

計１基 H30 100% 有害鳥獣の捕獲の効率化を図れた。

H30～
R1

サル
サルＧＰＳ首輪
発信器装着

計６群
サルにＧＰＳ発信器を装着し６群れの行動域を把握
することができた。

R１
イノシ
シ・シ
カ

イノシシ・シカ捕
獲檻購入

計８基 有害鳥獣の捕獲の効率化を図れた。

R１ サル
サル捕獲檻購
入

計10基 有害鳥獣の捕獲の効率化を図れた。

H29～
R1

有害鳥
獣

緊急捕獲事業
獣類6,212頭、鳥類
6,710羽

捕獲意欲を向上し、捕獲数が増加した。

H29～
R1

イノシ
シ・シ
カ

Ｗメッシュ柵の
設置

100,371ｍ H29 100%
野生獣の農地への侵入を防止し、被害を軽減し
た。

タヌキ 233 2,703 -2739.10% 0.06 0.9 -4100.00%

H29～
R1

イノシ
シ・シ
カ

捕獲檻の導入 145基
侵入防止柵と一体的に整備し、被害軽減につな
がった。

ハクビ
シン

7,771 9,392 43.90% 1.49 2.68 -116.40%

H29 全鳥獣
センサーカメラ
の導入

24基 野生獣の行動を分析し、対策を実施した。
アライ
グマ

373 2,132 -1165.50% 0.07 1.14 -3466.70%

Ｈ30～
R１

イノシ
シ

アニマルセン
サー

50基 捕獲時期にあった効果的な捕獲を実施した。 イノシシ 34,463 20,160 211.60% 28.5 22.8 153.80%

Ｈ30～
R１

全獣 電気止め刺し機 330基 駆除員に貸与し、負担軽減につながった。 シカ 3,298 10,804 -511.70% 2.56 7.39 -408.40%

H29～
R1

有害鳥
獣

緊急捕獲事業
獣類7,575頭、鳥類
21,745羽

有害鳥獣の捕獲により被害防止に貢献した。
ヌートリ
ア

82 190 -248.40% 0.05 0.28 -1050.00%

R1
イノシ
シ・シ
カ

処理加工施設
（エアーカッ
ター）

１式
株式会社
山恵

R1 100% 捕獲鳥獣の食肉利用に貢献した。
カモシ
カ

693 2,962 -779.50% 0.34 1.6 -869.20%

サル 438 1,867 -771.30% 0.23 0.77 -500.00%

その他
獣類

118 1,589 -3168.90% 3.8 1.65 252.50%

獣類計 47,469 51,799 75.50% 37.1 39.21 84.70%

カルガ
モ

34 353 -2353.80% 0.04 0.39 -3400.00%

ハト 591 2,521 -777.30% 0.53 1.94 -605.00%

ヒヨドリ 2,950 7,404 -306 0.52 3.08 -1247.40%

スズメ 4,037 6,470 -62.10% 4.92 5.73 55.70%

ムクドリ 2,452 1,750 177.00% 0.4 1.25 -466.70%

カラス 18,564 24,574 12.90% 4.11 8.84 -342.10%

その他
鳥類

204 2,089 -2348.10% 0.31 0.81 -354.5

鳥類計 28,832 45,161 -52.30% 10.83 22.04 -214.9

合計 76,301 96,960 27.20% 47.93 61.25 23.30%

豊田市農作物
等鳥獣害対策
連絡協議会

豊田市

協議会
岡崎市鳥獣害
対策協議会

全鳥獣

〇低調
　目標である被害金額及び被害面積の
両方において、目標未達成（低調）で
あった。
　事業効果検証を行うと、被害金額は、
平成29年度82,936千円、平成30年度
78,653千円、令和元年度104,895千円と
令和元年度が大幅に上昇している。平
成30年度と令和元年度を比較すると、
山間地の農業被害が減少し市街地近
辺の農業被害が増加したことが分かっ
た。また、林業被害も大幅に増加したこ
とで大幅に被害金額が増加している。
　侵入防止柵の設置を中山間地域を中
心に進めたことにより、中山間地域の農
業被害は減少傾向にあるものの、市街
地近辺に獣が移動し、侵入防止柵の未
実施の地域での被害が増加している。
また、イノシシ・シカ・サルといった被害
額の多い有害鳥獣の捕獲数は増加して
いるが、被害金額の減少につながって
おらずさらなる捕獲を進める必要があ
る。しかし、狩猟者の高齢化が進んでお
り、新規狩猟者の増加及び育成が課題
となっている。
　このため岡崎市では市費補助金制度
を用意し、侵入防止柵や罠の購入に対
し最大１/２の補助を行っている。また、
狩猟免許の取得費も最大９/10の補助
を行っている。今後は、この補助制度を
広く周知し活用することで、対策の未実
施の地域の被害防止を進めると共に、
新規狩猟者の増加を図り、被害防止を
進める。

67,000

愛知県農業総合試験場 企画普及部広域指
導室　主任専門員　農作物野生鳥獣被害対
策アドバイザー　　辻井 修

　被害金額等の減少が認められず低調とされ
ているが、平坦地での被害が増加傾向である
ことからより生産性や商品性の高い農作物へ
の被害が大きくなった可能性がある。被害程
度を判断する指標として、農業生産金額等に
対する被害割合(被害率)も併用することが望
ましい。全国的な傾向においても、山陰地方
など野生鳥獣の問題がきわめて深刻で農業
生産の減少が著しい地域ほど被害金額も同
時に減少しており、絶対的な被害量の増減が
野生鳥獣の問題の程度を適切に示すもので
はないとの指摘がある。
　個別の鳥獣種についてみると、ニホンジカに
よる森林への影響の増大は個体密度や分布
の拡大によるものである可能性が高く、個体
数調整を強化する必要がある。くくりわななど
効率的で機動性が高い方法による集中的な
捕獲を検討するとともに、長期戦を見据えた
担い手の確保が重要である。ニホンザルはテ
レメトリによる個体群管理を粘り強く継続する
ことで少しずつ事態が好転していくと思われ
る。加害群を狙った捕獲だけでなく、地元住民
の理解を促し追い払いを強化することも重要
である。

104,895 -32.60% 49 62.8岡崎市

　捕獲檻の導入や広範囲にわたるワ
イヤーメッシュ柵整備により、イノシシ
による被害が減少し、一定の効果が
あったと考えられるが、その他の目標
を設定している獣種では達成率が低
く、低調となってしまったのは残念であ
る。
　鳥類の被害金額が大幅に増加した
ため、侵入防止対策を重点的に行うこ
とや新規狩猟者の増加及び育成等も
喫緊の課題と考えられる。

34.30%

　侵入防止柵の設置、捕獲檻等を積
極的に導入しているが、被害金額の
目標を達成できなかったのは残念で
ある。
　事業実施主体の評価にあるとおり、
市街地近辺での被害の増加などは、
未設置地域への侵入防止柵の設置
や新規狩猟者の増加及び育成等、取
組に余地があることを示している。より
一層の効果的な被害防止の取組を進
める必要がある。

〇低調
　原因としては、これまで被害の少な
かった、アライグマ等の小獣類による野
菜類の被害が市内全域で発生したこと
や、これまで主に下山地区で多かった
サルやシカによる果樹や野菜類の被害
が、下山地区以外の山村地域でも多く
発生したことが原因と考えられる。
　また、鳥類による野菜類被害が高岡
地区で多く、目標値を大幅に超える被害
が発生したことが達成率の低さの原因
となっている。
　このため、有害鳥獣の捕獲による個体
数管理や侵入防止柵整備の支援を継
続するとともに、新たにシカ、サルを対
象とした侵入防止柵の整備を推進をす
る。また、猟友会との連携により、鳥類
の捕獲強化を図ることにより農作物等
被害の軽減を図っていく。

愛知学院大学　　非常勤助教　　曽根　啓子

　豊田市の令和元年の鳥獣による農作物被
害は、被害防止計画の作成時から、獣類は
減少したが、鳥類は増加している。これは、獣
類被害の約４割を占めるイノシシについて、
捕獲対策（捕獲おりの導入）や農地への侵入
防止対策（ワイヤーメッシュ柵等の設置）と
いった積極的な対策を継続して実施してきた
成果であると考えられるため、今後もこれらの
対策を継続すべきである。
　また、これまで被害があまり認められなかっ
た地域での被害が目立ってきているという現
状があることから、今後、被害が拡大する恐
れがあるため、早めの対策が必要である。
　なお、被害が増加している鳥類に対して、重
点的に対策を講じる必要があると考えられ
る。

協議会
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開始

都道府県の評価被害面積
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被害防止計画の目標と実績

被害金額利用率・
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事業実施主体
名 対象

地域
実施
年度

対象
鳥獣

事業内容 事業量

H29～
R1

イノシ
シ・シ
カ

Wメッシュ柵の
設置

計28,426ｍ H29 100% 被害の防止が図れた。 イノシシ 6,429 4,408 173.30% 24.4 6.6 269.80%

H30 サル
サル用捕獲施
設

1基 H30 100% 捕獲頭数　平成30年度19頭　令和元年度13頭
ニホン
ジカ

11,228 10,379 117.60% 74.5 13.8 290.30%

R1 捕獲檻の導入 35基 捕獲頭数　29頭（R1年度）
ニホン
ザル

5,451 3,082 201.40% 27.7 6.0 282.40%

H29～
R1

捕獲罠の導入 計157基 捕獲頭数　83頭（H29～R1年度）
その他
獣

2,855 4,960 -72.10% 12.4 9.9 147.50%

H30・
R1

センサーカメラ 計13基
獣の生態が把握でき的確な防止計画の樹立が出
来た。

アオサ
ギ、カワ
ウ

2,073 4,972 -226.10% - - -

H29～
R1

-
狩猟免許講習
費補助

計28名 新たな狩猟免許保持者
その他
鳥

2,067 2,384 64.20% 4.6 3.0 182.00%

新城市
獣類5,789頭、鳥類
955羽

有害鳥獣の捕獲により被害防止に貢献した。 計 30,103 30,185 99.40% 143.6 39.2 269.50%

設楽町
獣類2,886頭、鳥類
25羽

有害鳥獣の捕獲により被害防止に貢献した。

東栄町
獣類1,679頭、鳥類
274羽

有害鳥獣の捕獲により被害防止に貢献した。

豊根村
獣類2,263頭、鳥類
41羽

有害鳥獣の捕獲により被害防止に貢献した。

新城市・
設楽町・
東栄町・
豊根村

〇ほぼ達成
　イノシシ、ニホンジカ、ニホンザルの大
型獣については、基準値、目標値を大
きく下回り達成できたが、その反面、そ
の他獣の小型獣の被害金額は基準値
を上回っている。
　その他鳥についても、被害金額、被害
面積共に基準値を下回ったが、アオサ
ギ、カワウの被害金額は大きく上回って
いる。
　目標をほぼ達成できた理由としては、
狩猟者による積極的な活動や侵入防止
柵の設置が被害防止に大きく寄与して
いると考えられる。しかし、狩猟者の高
齢化による引退や、耕作放棄地や空き
家等の増加による鳥獣の生息地となり
得る土地の拡大などの有害鳥獣対策に
係るマイナスの要因があるため、引き続
き鳥獣被害防止対策を行っていく。

有害鳥
獣

H29～
R1

緊急捕獲事業

信州大学農学部　泉山茂之農学博士

　侵入防止柵のさらなる設置などが進み、大
型獣の基準値、目標値が達成できたことは評
価できる。
　今後は現状の継続、さらなる改善に加え、そ
の他小型銃や鳥類の被害軽減を含め、侵入
防止柵のさらなる設置に加え、刈り払いの強
化など、加害獣が近づきにくい農耕地周辺の
環境整備の推進、加害獣の侵入経路を特定
した上での環境整備、効率的な有害捕獲の
実施などを併せた総合的防除の推進が必要
である。これらの推進のためには、狩猟者担
い手の高齢化対策を併せて推進することが
急務である。

　狩猟免許講習費補助により新規狩
猟者が大幅に増え、捕獲の担い手確
保・育成に大きく寄与していると考えら
れる。
　一方、狩猟者の高齢化が進み、引
退する方もいることから、引き続き担
い手の確保に努めていただきたい。
　大型獣の減少は、ワイヤーメッシュ
柵の設置、捕獲檻やわな、センサーカ
メラによる生態の把握等、取組を積み
重ねてきた結果と評価できる。
　小型獣やアオサギ、カワウ等の対策
については、今後の課題ではあるもの
の、引き続き侵入防止対策及び捕獲
に力を注ぎ、対策を強化していただき
たい。

新城・北設広
域鳥獣害対策
協議会

イノシ
シ・シ
カ

協議会

市町村
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全鳥獣
広域捕獲
活動

（１）生息・被害状況調
査及び情報共有
５地区

（２）捕獲安全講習会へ
の講師派遣
４回、受講者合計50名

（３）鳥獣保護管理に関
する研修会への講師
派遣
３回、受講者合計40名

愛知県 ―

  農業者への聞き取り、現地踏査、自動撮影等により、
イノシシ、ニホンジカ、中型獣（ハクビシン、アライグマ
等）、鳥類（カラス等）の生息及び被害の実態を明らかに
した。農業総合試験場において自動撮影によるイノシシ
調査を実施し、行動パターンが明らかになった(継続調
査中)。
　豊橋市及び蒲郡市において、捕獲従事者の確保と育
成のため、「有害鳥獣捕獲における狩猟免許を有さない
捕獲従事者容認事業」による補助的従事者の確保を支
援し、地域ぐるみの捕獲強化が図られた。また鳥獣保護
管理員研修や狩猟セミナーに農業革新支援専門員を講
師として派遣し、有害鳥獣捕獲に関する問題意識の共
有を図った。

― ― ― ― ― ― ―

  鳥獣の生息及び被害状況を農業者及び地
域対策協議会と共有し、「鳥獣被害防止対
策の三本柱（環境管理、侵入防止、捕獲）」
の実践に向けた普及指導活動に活用するこ
とができた。さらには調査結果を新技術実
証・普及活動に活用することで、適切な効果
検証が実施された。農業総合試験場での自
動撮影によるモニタリング調査では、侵入防
止柵設置前後のイノシシの行動パターンの
変化、ＣＳＦ経口ワクチン散布地点でのイノ
シシ出没動向等が明らかになりつつある。こ
れら一連の調査では、赤外線センサで反応
する自動撮影装置(トレイルカメラ)が調査
ツールとして非常に有効であった。今後も同
様の調査を継続することで、対策に役立つ
情報・知見の蓄積が期待される。
　　「有害鳥獣捕獲における狩猟免許を有さ
ない捕獲従事者容認事業」は、農作物被害
防止という明確なインセンティブを有する意
欲的な従事者が確保され、広域捕獲活動の
進展に直結する即効性の高い取組で、今後
も継続的な普及拡大が望まれる。特に愛知
県の第二種特定鳥獣管理計画(イノシシ管
理)において「撲滅を目指すエリア」に指定さ
れ、畜産防疫の観点からも対策強化が必要
となっている田原市において、導入に向けた
検討が望まれる。

全鳥獣
新技術実証・
普及活動、共同
研究

（１）共同研究１課題

（２）調査研究
５課題

（３）アウトリーチ活動
実用化技術研究会
１回
各地域での農業者研
修会
14回
広報誌、ウェブサイト等
での成果の公表
6回
実証担当農家の座談
会
1回

愛知県 ― ―

　メーカー及び中部大学との共同研究による新たなカラ
ス対策技術の開発を目指し、農業総合試験場の「戦略
的重要研究」として重点的な試験研究を開始した。場内
で実験用のカラスを飼育し、音響や電気パルスなどの忌
避刺激に対する反応を調査した。
　農業普及指導センターによる調査研究を５拠点で行っ
た。果樹園における中型獣の侵入防止対策、あいち式
囲いわな「おりべえ」におけるセンサ作動装置による省
力的な捕獲作業、都市農村交流ほ場のメンバーシップ
による獣害対策、ニホンジカの生息拡大に対応した侵入
防止柵改良(嵩上げ)の実証を行い、結果をまとめて各地
域での農業者向け研修会等で周知した。
　新聞、ウェブサイト等のメディアを活用した成果公表を
積極的に行い、情報発信することができた。農業総合試
験場、農業大学校、豊田市被害防止対策協議会の共催
で研修会を開催し、農業総合試験場、三河繊維技術セ
ンター、各メーカーの共同研究の成果である融着繊維
ネットによる侵入防止柵について、農業者及び関係機関
に周知することができた。

― ― ― ― ― ― ―

　カラス対策の技術開発においては、飼育
個体による実験が実現し、野外調査のみで
は判然としなかった各種の刺激に対する反
応を高精度で調査できるようになった。今
後、野外観察や現地試験を組み合わせた総
合的な評価を行うことで、実用的な技術開
発が期待される。
　現地での調査研究については、いずれの
課題においても普及指導活動の基盤となる
情報が得られ、関係者に公表することがで
きた。新城市で実施した中型獣侵入防止の
ための防草シートによる電気さく効果安定
化は、現地調査において当初期待された成
果は得られなかった。しかし、そのことでネッ
トと電気さくを組み合わせた「楽落くん」の有
用性が強く印象づけられることとなり、地域
における対策の方針を決定づける結果と
なった。当初の狙いや仮説に沿わない場合
も、目先の調査結果のみにとらわれることな
く農業者とのディスカッションを通じて適切な
回答を見出すことができた事例といえる。豊
川市で実施したニホンジカ対策のための侵
入防止柵改良においては、実証地での自動
撮影調査により改良前のワイヤーメッシュ柵
(高さ120cm)をニホンジカが跳び越える決定
的瞬間を捉えることに成功し、理解促進と柵
改良に向けた合意形成の原動力となった。
　活動成果は成績書等に整理するとともに、
アウトリーチ活動が行われた。今後も迅速で
積極的な情報発信を続けることで、対策の
進展に資すると考えられる。

R元年
度

愛知教育大学　理科教育講座（自然科学系）
教授　加藤淳太郎

○対象鳥獣：全鳥獣
　ブドウ園の電気柵「楽落くん」は設置のない
ところではハクビシンなど中型獣の被害があ
るのに対し、トレイルカメラでも撮影されないと
ころから高い効果が明らかになっている。そ
の反面設置のないところが集中的に被害に
遭う可能性があることから設置と同時に中小
型獣の捕獲作戦も今後考えていかないと、設
置農家のために未設置のところが集中的に
狙われることが起こりえる可能性が考えられ
る。侵入防止と捕獲はある程度セットで考える
べきかと考えられる。それぞれの設置に関し
て費用や設置時間が記載されていることは、
今後の設置計画を持つ生産者には重要な情
報で大変良い。防草シートの方は電気柵の設
置がない場合には効果があるが、電気柵の
設置があると狙われる対象になっているよう
に感じるので、効果は限定的と感じる。
　おりべえシリーズの新型「勝手にとるべえ」
は、確かに夜間監視の労力の軽減が図られ
ていてさらに良いシステムへと進んでいること
が実感できる。群ごと捕獲への拡張に関して
は、AIを組み込む話になってくるので高価に
なりシステムも複雑になってきてしまう。一方
で、豊田市の山間部ではイノシシが多産に
なっている可能性、ブタとの交雑のF2以降世
代の出現も推測されており、一台で多くを捕
獲するのか、簡易な複数台で狙うのかがどち
らが有効かを今後は判断していく方向になる
のかと思われる。ニホンジカに関しても1.2mを
飛び越えるなど動物側の身体能力に未知な
部分もみられ、担当者も実地の生産者もご苦
労が絶えない状況と推察される。地域によっ
ては侵入防止柵設置も順番待ちの状況にあ
ると聞いており、侵入防止というディフェンスと
捕獲による頭数減を狙う攻めの方向性のバラ
ンスはやはり重要かと思われるので、捕獲の
問題意識の共有や狩猟セミナーは重要であ
ると同時に、捕獲に関する懸賞金が安く小遣
い稼ぎにしかならないという話もあり、専業で
狩猟をやっても生活が成り立つような懸賞金
の捻出も課題と考えられる。

愛知県
愛知県
全域

　有害獣類の生態・被害状況の調査
の情報共有は対策を行っていくうえで
重要な情報であり、効果的な取り組み
を実施するために大いに活用していき
たい。
　果樹園芸での被害防止対策は高い
精度が求められるため、複数の技術
を組み合わせた体系化が望まれる。

　田原市における有害獣類に対する
狩猟免許を有しない捕獲従事者容認
事業は、人材確保やイノシシの根絶に
つながる有効な取り組みとなるため、
導入に向けた検討が望まれる。

 令和２年度渥美半島では、野生イノ
シシの根絶を目指し、環境省の指定
管理鳥獣捕獲等事業を活用した愛知
県による捕獲事業を継続している。ま
た、受託者の協力を得て、捕獲個体
の血液サンプル採取を行っているの
で、引き続き感染状況等の情報収集
をしながら捕獲強化に取り組んでいき
たい。

　捕獲従事者の確保と育成が課題で
あり、ＰＲや広報活動のみならず、省
力化と安全確保、インセンティブ確保
が必要である。
　現在狩猟免許取得者数が減少し続
けている現状を考えると、狩猟免許の
取得者が、「趣味としての狩猟」あるい
は、「有害鳥獣の捕獲」とどのような関
わり合いになるかという視点よりも、鳥
獣の捕獲行為そのものを行う免許者
数の底上げを目指している。
　行政としては、ジビエを身近に親し
む等の狩猟文化を継承することと地
域農業を守るという社会的意義を持
つ捕獲の両方について発信、啓発す
ることを目的としており、今回の研修
は有意義だと考える。
　捕獲に対する補助金制度について
は、研修では触れていないため、ジビ
エ加工や補助金等の制度も今後入れ
ていきたい。
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全鳥獣
人材育成
活動

（１）普及指導員による
現地指導
139回

（２）同、電話・メール等
による相談対応
60回

（３）農業者・実施隊員
等対象の研修会・講習
会・集落座談会
57回、延べ500名

（４）普及指導員、行
政・団体等関係機関職
員対象の研修会
３回、延べ30名

（５）国主催研修、先進
事例調査等へ普及指
導員、研究員の派遣
７回、延べ14名

（６）普及指導員等のわ
な猟免許取得推進
新規取得１名

愛知県 ―

　各農業普及指導センターの現地指導や講習会などの
普及指導活動により、鳥獣に関する知識の浸透、意欲
向上と地域の体制づくりを図った。農業者を対象とした
研修会により、有害鳥獣の生態、被害対策の基本、農
業総合試験場が開発した成果を含む新技術について周
知することができた。
　普及指導員等を対象として、研修会、農林水産省主催
研修等への派遣、先進事例調査を実施し、現地指導に
必要な知識と技術の習得を図った。併せて、鳥獣対策に
取り組む他県の普及指導員、行政及び民間企業担当者
との情報交換を実施することができた。また農研機構に
おいて、新任研究員が鳥害対策の実験手法等に関する
具体的な助言を受けた。
　普及指導員等のわな猟免許取得を推進し、新たに１名
が取得した。鳥獣保護管理に関する基本的な知識も得
ることができ、より幅広い見識に基づく普及指導活動が
期待される。

― ― ― ― ― ― ―

　農業普及指導センターの普及指導重点計
画に基づく取組が５拠点で実施され、現地
指導、集落座談会や講習会、実証展示な
ど、様々な手法による活動が展開された。
わけても新城市においては、ワークショップ
手法を活用した住民主体の勉強会や集落
環境点検の支援が行われた。これにより綿
密な話し合いを経た合意形成に基づく侵入
防止柵整備が実現し、一連の活動を機会に
地域の鳥獣対策についての議論が深まっ
た。過疎と高齢化が進む中山間地域では鳥
獣被害が営農継続の阻害要因となってお
り、個体数調整など公助的な対策強化への
期待も根強いが、主体的に改善に取り組む
農業者の育成を理念とする普及指導活動の
役割は大きい。
  県主催研修、農業革新支援専門員による
支援、農林水産省主催研修への派遣等に
より、普及指導員の資質向上と活動の充実
が図られた。近年、新規採用等による普及
指導員新規任用者が毎年一定数あることか
ら、農業者はもとより普及指導員等の指導
力強化を目指した人材育成活動の重要度
が高まっている。農林水産省主催研修や先
進事例調査への派遣は、新たな情報に触れ
ることに加え、同じ鳥獣対策に取り組む全国
の担当者との交流によるモチベーション向
上効果も大きい。

愛知県
全域

R元年
度

イノシ
シ等

人材育成活動

農作物鳥獣被害防止や地域振興を目的に、捕獲を実施
している方の講演及びパネルディスカッション、ワーク
ショップを実施することで、鳥獣捕獲の社会的な役割、ジ
ビエ利用を含めた狩猟に対する関心を高めることができ
た。

イノシシ
等

R元年
度

イノシ
シ等

ジビエ等利用拡
大

農作物鳥獣被害防止や地域振興を目的に、捕獲を実施
している方の講演及びパネルディスカッション、ワーク
ショップを実施することで、鳥獣捕獲の社会的な役割、ジ
ビエ利用を含めた狩猟に対する関心を高めることができ
た。

イノシシ
等

５　都道府県による総合的評価

―

　研修後に行ったアンケート調査からは、回
答を得た60名中40名が狩猟免許を保有して
いなかったが、28名が今後取得したいとの
回答を得ており、ワークショップの免許試験
相談ブースでの相談者も多く訪れ、免許取
得への動機付けになったと思われる。
ジビエ料理試食への満足度も高く、狩猟文
化と合わせてジビエへの理解も深まったと
思われる。

愛知県

ＣＳＦが
発生し
た地点
及びＣＳ
Ｆウイル
スに感
染した
野生イノ
シシの
拡散の
恐れが
ある地
域

イノシシ

委託料
１．愛知県猟友会
6,417,400円
内訳
（１）人件費
19,800円以内×127人
＝2,465,400
2,475円以内×676時間
＝1,656,000
4,121,000円
（２）需用費
701,000円
（３）その他原価
482,000円
（４）一般管理費
530,000円
（5）消費税
583,400円

２.有限会社カネエ工務
店
6,051,100円
内訳
（１）人件費
19,800円以内×28人＝
554,400
2,475円以内×133.5時
間＝2,802,000
3,356,000円
（２）直接経費
1,150,000円
（３）その他原価
495,000円
（４）一般管理費
500,000円
（5）消費税
550,100円

　ＣＳＦの拡大を防ぐには今まで以上にイノ
シシの捕獲圧を高めていく必要がある。本
事業では、既存事業に加え、追加事業を合
わせることで、ＣＳＦが発生した地域等での
捕獲頭数の上乗せにつながり、本取組によ
る野生イノシシによるＣＳＦウイルスの拡散
防止及び個体数削減の効果はあったと考え
る。

○対象鳥獣：イノシシ「広域捕獲活動」
　捕獲の特に猟銃という方向性は、ある地区
に対してイノシシが出現する頻度と捕獲者が
その地区にいる時間割合の掛け算となるの
で、両方が合わさる確率は低くなりがちであ
る。一方、罠に関しては、イノシシの出現頻度
が種の要因となる。対象面積のことがわから
ないが豊田市に関してはかなりの頭数が現
実にいると考えられるのに対し、渥美半島で
は頭数が少ないことから数年繰り返せば地区
の頭数を限りなく少なくできるのではないかと
期待される。一方、取り組み２の一枚ずりの
資料にはCSFウイルス保有個体数が掲載さ
れていなかった。イノシシ内での感染イノシシ
率は重要な情報であるのでサンプルが保存さ
れているのであれば、感染の検出を行うべき
だと考える。一方で、コロナウイルスの蔓延の
ためにPCR装置などが出払っているのであれ
ば、血液サンプルなどの保存をしておくと良い
と思う。

○対象鳥獣：イノシシ「人材育成活動」及び
「ジビエ等利用拡大」
　全鳥獣に対しての取組への意見としても記
載したが、侵入防止だけでは立ち行かなく
なっていると思われるので、捕獲のできる人
材の育成は急務であろう。そのためにこの取
り組みは興味を持つ人が増え、免許を取得す
ることが増えるという面で良い取り組みであ
る。一方で、何のために免許を持つのかとい
うことが候補者たちを悩ませていると考える。
趣味の一環としてということでは、高価な趣味
でしかない。ジビエでということで考えると、釣
れた魚を買い取って出すお寿司やさんが東三
河にはあると聞いているが、同じようにとれた
ものが必ず買い取られて料理で出るという訳
でもない。捕獲に関するある程度潤沢な懸賞
金の予算の確保も大事ではないかと考える。

― ― ―

愛知県

愛知県 ―

　本事業による捕獲数の向上により、地域が実施してい
る有害捕獲に加えて、事業委託先である２事業者合せ
て、129頭の捕獲数上乗せにつながった。

捕獲頭数
愛知県猟友会：114頭
カネエ工務店：15頭

―
R元年
度
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活動

―

　今回取り組んでいる協議会は、捕獲檻や侵入防止柵の設置を行っており、瀬戸市鳥獣害対策連絡協議会、春日井市鳥獣被害防止対策協議会及び新城・北設広域鳥獣害対策協議会においては被害面積が目標達成率100％を超えている。
　岡崎市鳥獣害対策協議会の被害については被害金額と被害面積の目標達成率が70％以下である。被害面積は基準値より減少しているが、被害金額は基準値を上回ってしまったため、今後も捕獲活動を継続していくとともに、侵入防止柵が未設置の地区に対して設置を促し、隣接
する地区とも連携して広域的・効率的な防除に取り組んでもらいたい。　（基準値：9,557.8百万円・70ha）
　豊田市農作物等鳥獣害対策連絡協議会の被害については、被害金額と被害面積の目標達成率が70％以下であるが、どちらも基準値よりは減少しているので、今後も従来講じてきた対策を継続してもらいたい。（基準値：10,467.6百万円・65.75ha）
　県の取組としては、新素材の開発や既存の侵入防止施設等の現地調査研究を進めている。これらの資材や技術の現地への普及を図り、協議会や市町村の対策が効果的に実施されるよう努めていく必要がある。

愛知県 ―
野生鳥獣捕獲者育成
研修会(１回 79名参
加）


